
 
 

一

国
家
公
務
員
の
離
職
後
の
就
職
に
係
る
制
限
の
強
化
の
た
め
の
国
家
公
務
員
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
案
） 

（
国
家
公
務
員
法
の
一
部
改
正
） 

第
一
条 
国
家
公
務
員
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
百
二
十
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

 
 

第
百
三
条
第
二
項
中
「
二
年
間
」
を
「
五
年
間
」
に
、
「
承
諾
し
」
を
「
承
諾
し
、
」
に
改
め
る
。 

 
 

第
百
四
条
の
見
出
し
を
削
り
、
同
条
の
前
に
見
出
し
と
し
て
「
（
他
の
事
業
等
か
ら
の
隔
離
）
」
を
付
し
、
同
条
の
次
に

次
の
一
条
を
加
え
る
。 

第
百
四
条
の
二 

職
員
は
、
離
職
後
五
年
間
は
、
営
利
企
業
以
外
の
事
業
の
法
人
そ
の
他
の
団
体
（
地
方
公
共
団
体
を
除
く
。

第
三
項
及
び
第
百
九
条
第
十
四
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
地
位
（
当
該
地
位
に
就
く
こ
と
に
つ
い
て
両
議
院
の
同
意
に
よ

る
こ
と
を
必
要
と
す
る
も
の
を
除
く
。
同
項
及
び
同
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
で
、
そ
の
離
職
前
五
年
間
に
在
職
し
て
い
た

人
事
院
規
則
で
定
め
る
国
の
機
関
、
特
定
独
立
行
政
法
人
又
は
日
本
郵
政
公
社
と
密
接
な
関
係
に
あ
る
も
の
に
就
く
こ
と

を
承
諾
し
、
又
は
就
い
て
は
な
ら
な
い
。 

２ 

前
項
の
規
定
は
、
人
事
院
規
則
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
所
轄
庁
の
長
の
申
出
に
よ
り
人
事
院
の
承
認
を
得
た
場
合

に
は
、
適
用
し
な
い
。 



 

二

３ 

第
百
三
条
第
九
項
の
規
定
は
、
前
項
の
承
認
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
条
第
九
項
中
「
第
二

項
」
と
あ
る
の
は
「
第
百
四
条
の
二
第
一
項
」
と
、
「
営
利
企
業
の
地
位
」
と
あ
る
の
は
「
営
利
企
業
以
外
の
事
業
の
法

人
そ
の
他
の
団
体
の
地
位
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。 

 

第
百
九
条
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。 

 

十
四 

第
百
四
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
違
反
し
て
営
利
企
業
以
外
の
事
業
の
法
人
そ
の
他
の
団
体
の
地
位
に
就
い
た
者 

（
自
衛
隊
法
の
一
部
改
正
） 

第
二
条 

自
衛
隊
法
（
昭
和
二
十
九
年
法
律
第
百
六
十
五
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

 
 

第
六
十
二
条
第
二
項
中
「
除
く
。
」
の
下
に
「
第
六
十
三
条
の
二
第
一
項
及
び
第
二
項
に
お
い
て
同
じ
。
」
を
加
え
、

「
二
年
間
」
を
「
五
年
間
」
に
、
「
承
諾
し
」
を
「
承
諾
し
、
」
に
改
め
る
。 

 
 

第
六
十
三
条
の
見
出
し
を
削
り
、
同
条
の
前
に
見
出
し
と
し
て
「
（
他
の
職
又
は
事
業
か
ら
の
隔
離
）
」
を
付
し
、
同
条

の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。 

 

第
六
十
三
条
の
二 

隊
員
は
、
離
職
後
五
年
間
は
、
営
利
を
目
的
と
す
る
団
体
以
外
の
法
人
そ
の
他
の
団
体
（
地
方
公
共
団

体
を
除
く
。
第
三
項
及
び
第
百
十
八
条
第
一
項
第
四
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
地
位
（
当
該
地
位
に
就
く
こ
と
に
つ
い
て



 
 

三

両
議
院
の
同
意
に
よ
る
こ
と
を
必
要
と
す
る
も
の
を
除
く
。
第
三
項
及
び
同
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
で
、
離
職
前
五
年
間

に
在
職
し
て
い
た
防
衛
庁
本
庁
又
は
防
衛
施
設
庁
と
密
接
な
関
係
に
あ
る
も
の
に
就
く
こ
と
を
承
諾
し
、
又
は
就
い
て
は

な
ら
な
い
。 

２ 

前
項
の
規
定
は
、
隊
員
が
、
内
閣
府
令
で
定
め
る
基
準
に
従
い
行
う
長
官
又
は
そ
の
委
任
を
受
け
た
者
の
承
認
を
受
け

た
場
合
に
は
、
適
用
し
な
い
。 

３ 

第
六
十
二
条
第
四
項
及
び
第
五
項
の
規
定
は
、
前
項
の
承
認
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
条
第
四

項
中
「
第
二
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
六
十
三
条
の
二
第
一
項
」
と
、
同
条
第
五
項
中
「
営
利
を
目
的
と
す
る
会
社
そ
の
他

の
団
体
の
地
位
」
と
あ
る
の
は
「
営
利
を
目
的
と
す
る
団
体
以
外
の
法
人
そ
の
他
の
団
体
の
地
位
」
と
読
み
替
え
る
も
の

と
す
る
。 

 
 

第
百
十
八
条
第
一
項
中
第
四
号
を
第
五
号
と
し
、
第
三
号
の
次
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。 

 
 

四 

第
六
十
三
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
違
反
し
て
営
利
を
目
的
と
す
る
団
体
以
外
の
法
人
そ
の
他
の
団
体
の
地
位
に
就

い
た
者 

（
独
立
行
政
法
人
通
則
法
の
一
部
改
正
） 



 

四

第
三
条 

独
立
行
政
法
人
通
則
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
百
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

 
 

第
五
十
四
条
第
四
項
中
「
二
年
間
」
を
「
五
年
間
」
に
、
「
商
業
、
工
業
又
は
金
融
業
そ
の
他
営
利
を
目
的
と
す
る
私
企

業
（
以
下
「
営
利
企
業
」
と
い
う
。
）
の
地
位
」
を
「
法
人
そ
の
他
の
団
体
（
地
方
公
共
団
体
を
除
く
。
第
六
十
九
条
第
二

号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
地
位
（
当
該
地
位
に
就
く
こ
と
に
つ
い
て
両
議
院
の
同
意
に
よ
る
こ
と
を
必
要
と
す
る
も
の
を
除

く
。
同
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
」
に
改
め
る
。 

 
 

第
五
十
九
条
第
二
項
中
「
と
す
る
」
を
「
と
し
、
同
法
第
百
四
条
の
二
第
二
項
中
「
所
轄
庁
の
長
」
と
あ
る
の
は
「
当
該

職
員
の
勤
務
し
、
又
は
勤
務
し
て
い
た
特
定
独
立
行
政
法
人
の
長
」
と
す
る
」
に
改
め
る
。 

 
 

第
六
十
九
条
第
二
号
中
「
営
利
企
業
」
を
「
法
人
そ
の
他
の
団
体
」
に
改
め
る
。 

（
日
本
郵
政
公
社
法
の
一
部
改
正
） 

第
四
条 

日
本
郵
政
公
社
法
（
平
成
十
四
年
法
律
第
九
十
七
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

 
 

第
五
十
二
条
第
四
項
中
「
二
年
間
」
を
「
五
年
間
」
に
、
「
商
業
、
工
業
又
は
金
融
業
そ
の
他
営
利
を
目
的
と
す
る
私
企

業
（
第
七
十
条
第
二
号
に
お
い
て
「
営
利
企
業
」
と
い
う
。
）
の
地
位
」
を
「
法
人
そ
の
他
の
団
体
（
地
方
公
共
団
体
を
除

く
。
第
七
十
条
第
二
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
地
位
（
当
該
地
位
に
就
く
こ
と
に
つ
い
て
両
議
院
の
同
意
に
よ
る
こ
と
を
必



 
 

五

要
と
す
る
も
の
を
除
く
。
同
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
」
に
改
め
る
。 

第
五
十
七
条
第
二
項
中
「
、
及
び
同
法
第
百
四
条
」
を
「
、
同
法
第
百
四
条
」
に
改
め
、
「
職
員
の
所
轄
庁
の
長
」
」
の

下
に
「
と
あ
り
、
及
び
同
法
第
百
四
条
の
二
第
二
項
中
「
所
轄
庁
の
長
」
」
を
加
え
る
。 

 
 

第
七
十
条
第
二
号
中
「
営
利
企
業
」
を
「
法
人
そ
の
他
の
団
体
」
に
改
め
る
。 

 
 
 

附 

則 

 

（
施
行
期
日
） 

第
一
条 

こ
の
法
律
は
、
公
布
の
日
か
ら
起
算
し
て
三
月
を
超
え
な
い
範
囲
に
お
い
て
政
令
で
定
め
る
日
か
ら
施
行
す
る
。 

 

（
経
過
措
置
） 

第
二
条 

第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
国
家
公
務
員
法
第
二
条
に
規
定
す
る
一
般
職
に
属
す
る
職
員
で
あ
っ
た
者
並
び
に

裁
判
所
職
員
臨
時
措
置
法
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
二
百
九
十
九
号
）
に
規
定
す
る
裁
判
官
及
び
裁
判
官
の
秘
書
官
以
外
の

裁
判
所
職
員
で
あ
っ
た
者
が
こ
の
法
律
の
施
行
の
時
に
お
い
て
そ
の
離
職
後
五
年
を
経
過
し
て
い
な
い
者
で
あ
る
場
合
に
は
、

第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
国
家
公
務
員
法
第
百
三
条
第
二
項
及
び
第
百
四
条
の
二
第
一
項
（
こ
れ
ら
の
規
定
を
裁
判

所
職
員
臨
時
措
置
法
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
は
、
適
用
が
な
い
も
の
と
し
、
こ
れ
ら
の
者
が
こ
の
法



 

六

律
の
施
行
の
時
に
お
い
て
そ
の
離
職
後
二
年
を
経
過
し
て
い
な
い
者
で
あ
る
場
合
に
お
け
る
商
業
、
工
業
又
は
金
融
業
そ
の

他
営
利
を
目
的
と
す
る
私
企
業
（
第
三
項
及
び
第
四
項
に
お
い
て
「
営
利
企
業
」
と
い
う
。
）
の
地
位
に
就
く
こ
と
に
つ
い

て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。 

２ 

第
二
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
自
衛
隊
法
第
二
条
第
五
項
に
規
定
す
る
隊
員
で
あ
っ
た
者
が
こ
の
法
律
の
施
行
の
時
に

お
い
て
そ
の
離
職
後
五
年
を
経
過
し
て
い
な
い
者
で
あ
る
場
合
に
は
、
第
二
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
同
法
第
六
十
二
条

第
二
項
及
び
第
六
十
三
条
の
二
第
一
項
の
規
定
は
、
適
用
が
な
い
も
の
と
し
、
当
該
者
が
こ
の
法
律
の
施
行
の
時
に
お
い
て

そ
の
離
職
後
二
年
を
経
過
し
て
い
な
い
者
で
あ
る
場
合
に
お
け
る
営
利
を
目
的
と
す
る
会
社
そ
の
他
の
団
体
の
地
位
に
就
く

こ
と
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。 

３ 

第
三
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
独
立
行
政
法
人
通
則
法
第
二
条
第
二
項
に
規
定
す
る
特
定
独
立
行
政
法
人
の
役
員
で
あ

っ
た
者
が
こ
の
法
律
の
施
行
の
時
に
お
い
て
そ
の
離
職
後
五
年
を
経
過
し
て
い
な
い
者
で
あ
る
場
合
に
は
、
第
三
条
の
規
定

に
よ
る
改
正
後
の
同
法
第
五
十
四
条
第
四
項
の
規
定
は
、
適
用
が
な
い
も
の
と
し
、
当
該
者
が
こ
の
法
律
の
施
行
の
時
に
お

い
て
そ
の
離
職
後
二
年
を
経
過
し
て
い
な
い
者
で
あ
る
場
合
に
お
け
る
営
利
企
業
の
地
位
に
就
く
こ
と
に
つ
い
て
は
、
な
お

従
前
の
例
に
よ
る
。 



 
 

七

４ 

日
本
郵
政
公
社
の
役
員
で
あ
っ
た
者
が
こ
の
法
律
の
施
行
の
時
に
お
い
て
そ
の
離
職
後
五
年
を
経
過
し
て
い
な
い
者
で
あ

る
場
合
に
は
、
第
四
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
日
本
郵
政
公
社
法
第
五
十
二
条
第
四
項
の
規
定
は
、
適
用
が
な
い
も
の
と

し
、
当
該
者
が
こ
の
法
律
の
施
行
の
時
に
お
い
て
そ
の
離
職
後
二
年
を
経
過
し
て
い
な
い
者
で
あ
る
場
合
に
お
け
る
営
利
企

業
の
地
位
に
就
く
こ
と
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。 

 

（
政
令
へ
の
委
任
） 

第
三
条 

前
条
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
こ
の
法
律
の
施
行
に
関
し
必
要
な
経
過
措
置
は
、
政
令
で
定
め
る
。 

 

（
裁
判
所
職
員
臨
時
措
置
法
の
一
部
改
正
） 

第
四
条 

裁
判
所
職
員
臨
時
措
置
法
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

 
 

第
一
号
中
「
第
百
三
条
第
九
項
」
の
下
に
「
（
第
百
四
条
の
二
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
」
を
加
え

る
。 

（
国
と
民
間
企
業
と
の
間
の
人
事
交
流
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
） 

第
五
条 

国
と
民
間
企
業
と
の
間
の
人
事
交
流
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
一
年
法
律
第
二
百
二
十
四
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う

に
改
正
す
る
。 



 

八

第
二
十
一
条
第
二
項
中
「
第
百
三
条
第
二
項
」
の
下
に
「
及
び
第
百
四
条
の
二
第
一
項
」
を
加
え
る
。 

第
二
十
三
条
第
一
項
中
「
第
百
三
条
第
二
項
」
の
下
に
「
及
び
第
百
四
条
の
二
第
一
項
」
を
、
「
第
六
十
二
条
第
二
項
」

の
下
に
「
及
び
第
六
十
三
条
の
二
第
一
項
」
を
加
え
る
。 

（
郵
政
民
営
化
法
等
の
施
行
に
伴
う
関
係
法
律
の
整
備
等
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
） 

第
六
条 

郵
政
民
営
化
法
等
の
施
行
に
伴
う
関
係
法
律
の
整
備
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
七
年
法
律
第
百
二
号
）
の
一
部
を

次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

 
 

第
十
二
条
の
う
ち
国
家
公
務
員
法
第
百
三
条
第
二
項
及
び
第
九
項
の
改
正
規
定
中
「
第
九
項
」
の
下
に
「
並
び
に
第
百
四

条
の
二
第
一
項
」
を
加
え
る
。 

附
則
第
三
十
九
条
第
二
項
中
「
二
年
」
を
「
五
年
」
に
改
め
る
。 

附
則
第
五
十
九
条
第
二
項
中
「
七
年
」
を
「
十
年
」
に
改
め
、
「
第
百
三
条
第
二
項
」
の
下
に
「
及
び
第
百
四
条
の
二
第

一
項
」
を
加
え
、
「
同
項
」
を
「
新
法
第
百
三
条
第
二
項
」
に
、
「
あ
る
の
は
、
」
を
「
あ
る
の
は
」
に
、
「
と
す
る
」
を

「
と
し
、
新
法
第
百
四
条
の
二
第
一
項
中
「
又
は
特
定
独
立
行
政
法
人
」
と
あ
る
の
は
「
、
特
定
独
立
行
政
法
人
又
は
郵
政

民
営
化
法
第
百
六
十
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
解
散
前
の
日
本
郵
政
公
社
」
と
す
る
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中
「
七



 
 

九

年
」
を
「
十
年
」
に
改
め
、
「
同
条
第
九
項
」
の
下
に
「
（
新
法
第
百
四
条
の
二
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。 

）
」
を
加
え
、
「
同
項
」
を
「
新
法
第
百
三
条
第
九
項
」
に
改
め
る
。 

 
 

附
則
第
百
六
条
中
「
七
年
」
を
「
十
年
」
に
改
め
る
。 

 

（
検
討
） 

第
七
条 

国
家
公
務
員
等
の
離
職
後
の
就
職
に
係
る
制
限
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ら
の
者
の
営
利
企
業
へ
の
就
職
等
に
関
す
る
状

況
、
こ
れ
に
関
す
る
世
論
の
動
向
、
国
家
公
務
員
制
度
、
特
殊
法
人
等
の
改
革
の
進
展
状
況
等
を
踏
ま
え
、
そ
れ
ぞ
れ
の
制

度
の
間
に
お
け
る
均
衡
、
整
合
性
等
も
考
慮
し
つ
つ
、
そ
の
強
化
及
び
整
備
の
た
め
に
必
要
な
措
置
に
関
し
引
き
続
き
検
討

が
加
え
ら
れ
、
そ
の
結
果
に
基
づ
い
て
、
所
要
の
措
置
が
講
ぜ
ら
れ
る
も
の
と
す
る
。 

 





 
 

一
一

 
 
 
 

 

理 

由 

 

国
の
行
政
機
関
等
の
業
務
の
公
正
な
執
行
等
の
確
保
に
資
す
る
た
め
、
国
家
公
務
員
の
離
職
後
の
就
職
に
係
る
制
限
を
強
化

す
る
措
置
を
講
ず
る
必
要
が
あ
る
。
こ
れ
が
、
こ
の
法
律
案
を
提
出
す
る
理
由
で
あ
る
。 


